
 

 

 ２０１２春季生活闘争 取り組み方針（案） 2012年３月２日現在  

 
共 
 
闘 
 

産  別 

賃上げ要求について 規模間格差是正、中小の取り組み 
男女平等等参画社会 
実現に向けた取り組み 

ワーク・ライフ・バランス 
実現のための取り組み 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 賃上げの取り組み 

（要求基準、格差是正の取り組みを含む） 

企業内最低賃金 
（年齢別最賃） 

（全従業員対象最賃） 
初 任 給 一 時 金 賃上げの取り組み 

非正規労働者の 
処遇改善 

女性が働き続けられる
環境整備の取り組み 

労働時間短縮、時間外割増
率引き上げの取り組み 

両立支援の 
取り組み 

雇用維持安定の取り組み 
(60歳以降の雇用確保含む) 
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学 

・ 

食 

品 

・ 

製 

造 

等 

共 

闘 

連 

絡 

会 

議 

ＵＩゼンセ
ン同盟 
 
方針決定日
1月26日 

１．基本的考え方 
 2012統一賃闘においては、格差是正を

中心に労働者への分配として１％程度
の賃金引上げを前提とし、本部が示す
要求基準を基に部会・業種毎に設定す
る。 

１）到達水準 
  高卒35歳・勤続17年（基本賃金） 
  260,000円 
  大卒30歳・勤続 8年（基本賃金） 
  255,000円 
２）要求基準について 
 ①到達水準を下回る組合の要求 
  ａ．賃金制度により賃金体系が維持

されている組合の要求 
    賃金体系維持分を確保した上

で、格差是正分として一人平均１
％基準、尐なくとも1,500円以上を
要求する。 

  ｂ．賃金体系維持が不明確な組合 
    賃金体系維持分の社会的水準に

格差是正を含め、一人平均6,000円
以上を要求する。 

 ②到達水準を上回る組合の要求  
  賃金体系維持分の確保を最低限とす

る。その上で、賃金に関わる是正を部
会毎に設定する。 

 

企業内最低賃金（18歳最
低賃金） 

すべての組合がつぎ
の金額以上で協定する。
可能な組合は高卒初任
給の水準で協定する。 
18歳最低賃金（基本賃
金） 
147,500円以上 
 
年齢別最低賃金の協定
化 
25歳最低賃金 
（基本賃金） 
169,500円以上 
 
30歳最低賃金 
（基本賃金） 
195,000円以上 
 
35歳最低賃金 
（基本賃金） 
231,500円以上 
 
40歳最低賃金 
（基本賃金） 
249,500円以上 

高卒基本賃金 
157,000 円 基
準 
大卒基本賃金 
195,500 円 基
準 

尐 な く と も
年 間 ４ カ 月
を 確 保 し た
うえで、以下
の 考 え 方 に
基 づ き 要 求
基 準 を 設 定
する。 
① 年 間 協 定
す る 組 合 の
要求月数 
年間4.8カ月
基準とする。 
②夏期・冬期
の 各 期 別 に
要 求 す る 組
合 の 要 求 月
数 
夏期2.4カ月
基 準 、 冬 期 
2.4カ月基準
とする。 
③ 企 業 業 績
の 好 調 な と
ころは、生産
性 向 上 の 成
果 配 分 と し
て 積 極 的 に
上 積 み の 要
求をする。 

 短時間組合員など
の処遇改善 

以下の制度につ
いて未整備なとこ
ろは構築に取り組
む。また、すでに
制度が整備されて
いるところは、そ
の運用の徹底に取
り組む。 
・ 人 事 処 遇 制 度    
・正社員登用制度   
・教育訓練 
・福利厚生 
・休暇、休職制度、

労働時間 
・契約更新時の適

切な対応の確認 
 
時間給引き上げ要
求基準 

各タイプとも賃
金表による制度昇
給がある場合は、
まずは制度に基づ
く昇給分を確保す
ることとする。賃
金 表 が な い 場 合
は、制度昇給分相
当を含み正社員に
均等・均衡する水
準の要求を行う。 

タイプ A 賃金引上
げ 額 を 正 社 員
と 均 等 の 額 と
する。正社員の
賃 金 が 不 明 確
な場合は、時間
当 た り の 要 求
規模としては、
賃 金 体 系 維 持
分 と し て の 30
円程度に加え、
格 差 是 正 分 と
して１％基準、
10円 程 度 を 要
求する。 

タイプ B 雇用区分
間の均等・均衡
を 考 慮 し て 要
求 額 を 決 定 す
る。賃金表によ
る 制 度 昇 給 が
ある場合は、制
度 昇 給 ＋ 賃 金
改 善 分 １ ％ 程
度とする。 

タイプ C 要求主旨
を 踏 ま え 、 20
円 を 目 安 に 要
求 額 を 決 定 す
る。賃金表によ
る 制 度 昇 給 が
ある場合は、制
度 昇 給 ＋ 賃 金
改善分1％程度
とする。 

 

男女間格差の是正 
性 差 に よ る 差 別 的

取り扱いの禁止、母性
の尊重と妊娠・出産な
ど を 理 由 と す る 不 利
益取り扱いの禁止、そ
し て 安 心 し て 働 き 続
け る こ と の で き る 職
場環境の整備・改善に
取り組む。 
＜具体的な内容＞ 

賃金や処遇など、男
女 間 の 労 働 条 件 格 差
是 正 の た め に Ｕ Ｉ ゼ
ンセン同盟「職場の男
女平等指針」にもとづ
き、職場の点検・整備
お よ び 労 働 協 約 の 改
定に取り組む。 
①職場点検および労働

協約の改定 
②男女間賃金格差の是

正 

2011～ 2012年度 総実労
働時間短縮方針として確
認済 
１）所定労働時間短縮 
 年 間 所 定 労 働 時 間 が
2000時間以上の組合は、年
間所定労働時間を2000時
間未満とすることを必須
項目とする。現制度におい
て、年間所定労働時間が
2000時間未満の組合も年
間総実労働時間1800時間
の実現に向けて取り組む。 
２）時間外労働・休日労

働削減 
３）年次有給休暇の取得

促進 
４）企業風土、意識改革 
５）年次有給休暇の付与

日数拡大・計画的付与
導入 

６）休息時間の確保（イ
ンターバル規制） 

７）時間外労働などの割
増率向上 

仕 事 と 生 活
の両立支援 
① 次 世 代 育

成 支 援 対
策 推 進 法
による「事
業 主 行 動
計画」の実
施 

②育児・介護
休業、短時
間 勤 務 制
度 な ど 両
立 支 援 制
度 の 一 層
の整備・充
実 

(1)定年年齢 
 定年を満 65歳とする
制度を導入する。もしく
は定年制度を廃止する。
公的年金（報酬比例部
分）の受給開始年齢の引
上げに合わせて、段階的
に65歳まで延長するこ
とも可とする。 
(2)継続雇用制度との併
用について 

・60歳以前とは違った働
き方（職務、職責、労
働時間等）を希望する
労働者のために一旦退
職し、再度雇用契約を
結ぶ継続雇用制度を併
用することを当面認め
る。その場合でも、継
続雇用の対象者は希望
者全員とする。 

・継続雇用制度の労働条
件については、その職
務、能力、成果、働き
方 等 を 総 合 的 に 勘 案
し、定年延長者との均
衡のとれた処遇の実現
を目指す。 

１．2012～2013
年度労災付加
給付改定闘争 
(1)業務上災害 
1)遺族見舞金 
①業務上災害
による死亡者
の遺族に対す
る見舞金は、有
扶養者の場合、
3,200万円とす
る。 
②無扶養者の
場合は有扶養
者に準じて改
定するものと
する。 
2)障害見舞金 
①障害１～3級
でやむを得ず
退職する場合
は、遺族見舞金
と同額とする。 
②障害等級ご
との見舞金額
は、社会水準や
労働基準法の
災害補償表な
どを参考とし
て、基準を設定
し、要求する。 
(2)通勤途上災
害 

通勤途上災害
による見舞金
は、業務上災害
と同額を基本
的な考え方と
し、社会水準に
到達していな
い組合は、当面
社会水準の達
成を目指すこ
ととする。 
２．総合的な労
働条件の課題 

労働条件の改
善の課題につ
いては、改善が
すすんでいな
い、または未整
備の組合が取
り組む。なお各
組合は尐なく
とも1つ以上の
課題に取り組
むこととする。 
(1)労働協約の
見直し 

(2)男女間格差
の是正 

(3)仕事と生活
の両立支援 

(4)管理監督者
の範囲の適正
化 

(5)職場のハラ
スメント対策 

(6)障がい者雇
用の促進 

(7)ＣＳＲへの
取り組み 

(8)危機管理対
応における事
業 継 続 計 画
（ＢＣＰ）の
策定 

２月末日
まで 

 

               

               

               

               

               

化学･食品･製造等共闘連絡会議 
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産  別 

賃上げ要求について 規模間格差是正、中小の取り組み 
男女平等等参画社会 
実現に向けた取り組み 

ワーク・ライフ・バランス 
実現のための取り組み 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 賃上げの取り組み 

（要求基準、格差是正の取り組みを含む） 

企業内最低賃金 
（年齢別最賃） 

（全従業員対象最賃） 
初 任 給 一 時 金 賃上げの取り組み 

非正規労働者の 
処遇改善 

女性が働き続けられる
環境整備の取り組み 

労働時間短縮、時間外割増
率引き上げの取り組み 

両立支援の 
取り組み 

雇用維持安定の取り組み 
(60歳以降の雇用確保含む) 
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ＪＥＣ連合 

 
方針決定日
１月12日 
第６回 
中央委員会 

① 業績の厳しい企業の労使も含めて、す
べての組合が賃金構造を崩さないため
に現行の賃金カーブの維持に取り組
み、賃金を下げないようにします。最
低限賃金カーブの維持分は確保し、こ
れ以上の生活水準の低下は許さない交
渉を行い、それに加えて新たな配分を
追求します。 

② さらに月例賃金の改善では、 
ⅰ.賃金水準の引き上げ（ベア） 
ⅱ.賃金カーブの歪みの是正 
ⅲ.諸手当の見直し 
ⅳ.過去の積み残し分（賃金カットや定
昇凍結の復元など）の補てん 
などの段階を追いつつあらゆる手段を
用いて、適正な配分を勝ち取ることに
取り組みます。 

③ ①の賃金を下げない取り組みを強め
るために、大手を中心に定期昇給に相
当する額を公開し共有することによ
り、全体の底上げを図ると共に定期昇
給を持たない中小労組の支援をしてい
きます。 

④ 定期昇給制度をもたない労組におい
ては、賃金実態を把握し、それに基づ
き年齢別の賃金水準を会社としっかり
確認することが、賃金水準の維持・向
上のための必須条件です。賃金水準の
維持を図るための要求目安は、厚労省
・賃金構造基本統計調査及びＪＥＣ連
合賃金実態調査より、１歳・１年間差
の水準である5,000円とします。 

⑤ 個別賃金での社会的相場を形成する
視点から30歳12年（扶養1人、持家、高
卒）および35歳17年（扶養3人、持家、
高卒）生産技能職労働者をキーポイン
トにおいて取り組みます。（先行水準、
標準水準、最低水準を2011年賃金・労
働条件実態調査等の値を用いる） 

⑥ 雇用問題を抱える単組においては、経
営再建に向けた労使協議と並行し、現
行賃金カーブの維持ならびに生活保障
を軸とした要求を作成し、交渉を進め
ることとします。 

１）年齢別最低保障賃金 
ライフサイクルに対

応する生計費に見合う
一定水準の賃金を保障
していくために年齢別
最低保障賃金の協定化
をはかります。具体的に
は、ライフサイクルに対
応することから、30歳は
扶養2人、35歳以降は扶
養3人を前提として設定
します。 

2012春季生活闘争方
針では、賃金体系上は年
齢別勤続ゼロ年者の初
任賃金として位置づけ、
協定目標水準は、人事院
・標準生計費および総務
省・全国消費実態調査を
ベースに作成された数
値を用いました。ただ
し、20・25歳は単身とし、
JEC連合初任給実態調査
より20歳は高校卒第1十
分位数、25歳は大学卒第
1十 分 位 数 を 用 い ま し
た。 
 
20歳 158,000円  
25歳 194,000円  
30歳 202,000円  
35歳 228,000円 
40歳 252,000円  
45歳 282,000円  
50歳 317,000円   
 
２）企業内最低賃金  

労使による最低賃金
協定の締結を通じて、社
会的波及効果を追及し
ていくことがより重要
となっていることから、
企業内における賃金の
底上げを図るとともに、
社会的な賃金底上げ（企
業内最低賃金の増額は
地域最低賃金や法定産
別（特定）最低賃金の引
き上げに連動・寄与す
る）を目指し、企業内最
低賃金の協定化（現状追
認での協定締結も可）
を、これまで以上に重視
して取り組みます。 

協定最低水準は、時間
額880円以上とします。 

初 任 給 は 賃
金 カ ー ブ の
起 点 と し て
す べ て の 在
職 者 の 賃 金
に 影 響 を 及
ぼ す と 同 時
に、人材確保
の ポ イ ン ト
に も な っ て
い る こ と を
踏まえ、初任
給 に お け る
取 り 組 み を
重視します。 
2011年度JEC
連 合 賃 金 労
働 条 件 実 態
調 査 で は 下
記 の 水 準 と
なっており、
こ の 値 を 基
に 水 準 の 確
保 に 取 り 組
みます。 
 
大 学 院 卒 * 
大学卒**  
高校卒*** 
(円） 
第1十分位数 
206,000 
194,000 
158,000 
 
中位数 
223,000   
203,000     
167,000 
 
第9十分位数      
244,000   
220,000    
176,000 
 
*：修士卒 
**：総合職・
一 般 職 の 区
分 の な い 大
学卒 
***：生産労
働者 

一 時 金 の 交
渉 に お い て
は ま ず 生 活
保 障 を 基 本
とします。そ
の 上 で 業 績
や 成 果 に 応
じ る 部 分 の
変 動 幅 が 適
正 な も の と
な る よ う 中
長 期 的 な 観
点 か ら 検 証
し、年間収入
に 占 め る 割
合 を 重 視 し
つ つ 取 り 組
みます。 
① 昨 年 実 績
お よ び 年 間
収 入 の 視 点
を 強 め て 一
時 金 の 維 持
・改善を求め
ていきます。 
連 合 の 調 査
やJEC連合の
生 計 費 調 査
な ど に 基 づ
き、JEC連合
として、一時
金の年間4ヵ
月 の 水 準 を
ミ ニ マ ム 基
準とします。 

③  ①の賃金を下
げ な い 取 り 組 み
を強めるために、
大 手 を 中 心 に 定
期 昇 給 に 相 当 す
る 額 を 公 開 し 共
有 す る こ と に よ
り、全体の底上げ
を 図 る と 共 に 定
期 昇 給 を 持 た な
い 中 小 労 組 の 支
援 を し て い き ま
す。 

④  定期昇給制度
を も た な い 労 組
においては、賃金
実態を把握し、そ
れ に 基 づ き 年 齢
別 の 賃 金 水 準 を
会 社 と し っ か り
確認することが、
賃 金 水 準 の 維 持
・向上のための必
須条件です。賃金
水 準 の 維 持 を 図
る た め の 要 求 目
安は、厚労省・賃
金 構 造 基 本 統 計
調 査 及 び Ｊ Ｅ Ｃ
連 合 賃 金 実 態 調
査より、１歳・１
年 間 差 の 水 準 で
ある5,000円とし
ます。 

「 職 場 で 働 く す べ
て の 労 働 者 を 対 象
に」とした連合方針
や連合・パート共闘
会 議 の 方 針 を 踏 ま
え、パートタイム労
働 法 な ど の 関 連 法
規 の 遵 守 と 職 場 に
お け る パ ー ト タ イ
ム・契約労働者等の
均等・均衡待遇、組
合 員 化 と 処 遇 改 善
を図ります。また、
均等・均衡待遇実現
に 向 け て は 時 間 給
の引き上げを、同時
に 派 遣 労 働 者 に つ
い て は 企 業 に お け
る使用者責任を、求
め る 交 渉 を 行 い ま
す。 
① 均等・均衡待遇の
実現に向け、人事賃
金制度の導入、一時
金制度の導入、正社
員への転換制度の導
入、時間外割増率を
正社員と同等の支給
基準にすること、休
日・休暇、通勤手当
などの労働条件の整
備、手当の整備など
に取り組みます。 

② パート労働者だ
けでなく派遣労働
者等の間接労働者
を含む非正規労働
者の処遇改善に向
け、以下のいずれ
かの引き上げに取
り組みます。 

・時間給について絶
対額1,000円程度 

・中期的に「県別リ
ビングウェイジ」
を上回ることをめ
ざした水準 

③  総合的な労働条
件の向上を求めて
いきます。また、出
来る限り正規社員
と同時要求・同時決
着がはかられるよ
うにしていきます。 

④ 組織化と労働条
件の均等・均衡待
遇に向けて、以下
のステップで進め
ていきます。 

ⅰ．非正規労働者の
待遇改善・組織化に
取り組むことを単
組の方針に掲げ、組
織確認を行う。 

ⅱ．現状(人数、労働
条件、働き方)の正
確な実態把握を行
う。実態把握の際、
各事業所・職場にお
いて職場の代表者
となっているかの
確認も行う。 

ⅲ．取り組む項目を
決定し、要求として
求め、交渉を行う。 

 

〇 働く 場面 での 男女
共 同参 画の 実現 に向
けて、労使で話し合い
の 場を 持ち 国の 掲げ
る「第3次男女共同参
画基本計画」の成果目
標 の中 から いく つか
を 取り 組む こと を確
認します。 
〇 各単 組の 男女 別賃
金 分布 の実 態把 握と
改 善に 向け た取 り組
みを進めます。 
1)賃 金 デー タに 基づ
いて男女別の賃金分
布を把握し、問題点
を点検、改善へ向け
た取り組みを進めま
す。 

2)生 活 関連 手当 の支
給における｢世帯主｣
要件の廃止に取り組
みます。 

〇 改正 男女 雇用 機会
均 等法 の実 効性 の確
保に向けた定着・点検
に取り組みます。 
1) ポ ジ テ ィ ブ ア ク
ションの推進に向け
た労使協議を促進し
ます 

2)配 置 や仕 事の 与え
方などで、男女によ
る偏りがないかの点
検と是正 

① 昇進・昇格などの
基準の運用について
の点検と是正 

② 妊娠・出産を理由
とする不利益取り扱
いの点検と解消に向
けた取り組み 

③ セクシャル・ハラ
スメント防止措置の
実効性を高める取り
組み 

〇両立支援の促進（改
正育児・介護休業法、
次世代両立支援対策
推進法） 

1)両 立 支援 策の 拡充
の観点から、法を上
回る労働協約の改定
に取り組む。 

①年間総実労働時間1800
時間の実現 

 「 年 間 総 実 労 働 時 間
1800時間」の2012年度
までの達成（連合方針）
を 目 指し 、「所 定労 働
時 間 の短 縮 」「 休日 労
働・時間外労働の削減」
「年次有給休暇の増日
と取得促進」に取り組
みます。 

② 1800時間に向けた2012
年度末までの取り組み 

・年間総実労働時間2000
時間を上回る組合をな
くします。 

・年次有給休暇の一人当
たり平均取得日数10日
未満の組合および取得
日 数 5日未 満の 組合 員
をなくします。 

③労働時間管理の適正化 
 36協定（特別条項付協

定）の点検と適正化や
インターバル規制、そ
して出退勤管理など、
実態を把握し労働時間
管 理 の 徹 底 を 図 り ま
す。 

④時間外労働の割増率引
き上げ 

1. 猶予措置のある中小企
業も含め、改正労基法
に 基 づ く 協 定 を 締 結
し、恒常的な時間外労
働の削減を図るため、
諸外国と比較しても格
段に低い時間外割増率
のさらなる引き上げを
図ります。 

2. 目標基準については、
JEC連 合 の 方 針 で あ る
時間外50％、休日100％
の実現に努めるととも
に、当面は改正労基法
に基づき、JEC連合の実
態も踏まえ、企業規模
にかかわらず、すべて
の組合において下記の
とおりとします。 

ⅰ．1カ月1時間～45時間
までの時間外割増率35
％ 

ⅱ．業務・期間について
最低限必要な特別条項
付き協定締結を前提と
して、45時間超の時間
外割増率50％ 

ⅲ．休日労働割増率50％ 
ⅳ．深夜労働の割増率50

％ 

〇 両 立 支 援
の促進（改正
育児・介護休
業法、次世代
両 立 支 援 対
策推進法） 
1) 両 立 支 援
策の拡充の
観点から、
法を上回る
労働協約の
改定に取り
組む。 

①雇用の安定確保 
組合員の雇用の安定

・確保はもとより、パー
ト等の非正規労働者の
安定雇用、新卒者の内定
取り消しや派遣社員の
雇止めの防止など、労働
組合員以外の雇用の安
定にも取り組みます。 
②65歳までの雇用確保 

希望者全員の雇用延
長の完全実施を実現す
るとともに、2013年以降
は年金満額支給開始年
齢が65歳となることか
ら、定年65歳制度を視野
に入れて労使協議を行
い、方向性を確認すると
ともに継続的な協議の
場を確保します。 
③雇用延長者、パート労

働者、契約社員の組合
員化 
雇用延長者、パート労

働者、契約社員の雇用の
安定、労働条件の維持・
向上や職場環境の改善
に向け、組合員化を図り
ます。 

＊労働災害・
職 業 病 の 撲
滅 や メ ン タ
ル ヘ ル ス 対
策 の 推 進 に
向けて、安全
衛 生 管 理 体
制の強化・充
実 に 取 り 組
みます。 

＊退職後の生
活 を 公 的 年
金 と あ わ せ
て 保 障 し て
い く 制 度 と
して、退職金
・企業年金制
度 の 改 善 と
引 き 上 げ に
取 り 組 み ま
す。具体的に
は、1200万円
を 最 低 ラ イ
ンとし、2100
万 円 を 目 指
します。 

２月24日

(金) 

第１先行
組合回答
ゾーン：
３月 12日
（金）～
３月 18日
（日） 
第２先行
組合回答
ゾーン：
３月 19日
（月）～
３月 25日
（日）と
し、３月
21日また
は 22日を
集中回答
日 
第３回答
ソーン：
３月 26日
（月）～
４月 13日
（金） 
遅くとも
４月内で
の決着を
目指す。 
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産  別 

賃上げ要求について 規模間格差是正、中小の取り組み 
男女平等等参画社会 
実現に向けた取り組み 

ワーク・ライフ・バランス 
実現のための取り組み 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 賃上げの取り組み 

（要求基準、格差是正の取り組みを含む） 

企業内最低賃金 
（年齢別最賃） 

（全従業員対象最賃） 
初 任 給 一 時 金 賃上げの取り組み 

非正規労働者の 
処遇改善 

女性が働き続けられる
環境整備の取り組み 

労働時間短縮、時間外割増
率引き上げの取り組み 

両立支援の 
取り組み 

雇用維持安定の取り組み 
(60歳以降の雇用確保含む) 

化 

学 

・ 

食 

品 

・ 

製 

造 

等 

共 

闘 

連 

絡 

会 
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フード連合 
 
方針決定日
１月23日 

①すべての組合は、賃金カーブ維持分（体
系）を確保する。 

②そのうえで、各組合は自社の賃金水準
を検証し、目標水準をめざす。 
１）目標水準に満たない組合は、7,000

円、またはベア・賃金改善分2,000
円を基準とする。 

２）目標水準を満たしており、賃金水
準の引き上げに取り組まない組合に
おいても、必ず賃金水準等を開示し、
以下の要求をする。 
ア）パート等の時給引き上げ（定昇

込み30円、定昇なし20円） 
イ）企業内最低賃金協定の締結と引

上げ   
ウ）公的年金受給空白期間への対応 

３)賃金制度（定昇等）はあるが目標水
準との格差が大きい中小組合は、
6,000円、または、ベア・賃金改善分
2,000円を基準とする。 

４)賃金制度（定昇等）がない中小組合
などは、5,000円以上、かつ、賃金制
度の確立を要求する。なお、賃金制
度の確立における定昇水準は、5,000
円以上をめざす。 

1)企業内最低賃金（全従業員ま
たは組合員対象） 

＜到達目標＞ 
・月 額 ：152,000円以上 
・時間額 ：  870円以上 
＜最低到達目標水準＞ 
・時間額 ：770円以上（法定

最賃地域基準 645円 ） 
(2)年齢別の最低賃金の協定化 

目標水準（基本賃金） 
・18歳（勤続0年）：152,000円 
 （  930円）以上 
・25歳（勤続0年）：177,700円 
 （1,090円）以上 
・30歳（勤続0年）：193,000円 
 （1,180円) 以上 
・35歳（勤続0年）：209,900円 
 （1,290円）以上 
・40歳（勤続0年）：226,500円 
 （1,390円）以上 

 年 間 ６ ヵ 月
を基本とし、
最 低 で も 年
間 平 均 ４ ヵ
月 を 確 保 す
る。 

 (1)時 間給の 引 き
上げ 
①制度にもとづ

く昇給・昇格
があるパート
等は30円（定
昇込み） 

②制度等がない
パート等は20
円を目安とす
る。 

(2)重 点項目 を 基
本に労働条件の
均等・均衡処遇
改善を行なう。 

(3)組 織化お よ び
組織化に向けた
取り組みを推進
する。 

 (1)「時短2000ゼロ」の取り組み 
①年間所定労働時間2000時間以上

の組合は、2015年３月までに2000
時間未満（年間休日数116日以上、
１日8時間の場合）の合意をめざ
した要求とする。 

②年間所定労働時間2000時間未満
の組合は、フード連合のスタン
ダード基準1900時間未満をめざ
した要求とし、その実現をめざ
す。 

※年間所定労働時間が法定の最低
基準（2080時間）であるなど、こ
れまでの交渉経過や目標達成ま
では著しく困難と判断する組合
は、段階的な短縮を行なっていく
こととする。 
ただし、2015年３月までに、１年
間で最低でも8時間以上（１日）
の短縮をはかり、10年以内で2000
時間未満とすることを協議し、合
意をめざす。 

(2)時間外・休日労働の割増率の引き
上げ 
①時間外労働が月45時間以下の場

合は、30％以上 
②時間外労働が月45時間超の場合

は、50％以上（３ヵ月を超える１
年単位の変形労働時間制は月42
時間超を50％以上） 

③休日（法定・所定）50％以上 

 公的年金受給空白期間
への対応：特別課題（協
約改定闘争（通年含む）） 
①希望者全員の再・継続

雇用制度を確立する。 
②公的年金（報酬比例部

分）の空白期間の賃金
・年収の水準の確保に
ついて 

③ 65歳までの定年制度
を確立する。 

 ２月末 ３月14日 

                                                                ゴ ム 連 合 
 
方針決定日 
1月 
 23～24日 
第２回中央
委員会 

１．賃金カーブ維持へのとりくみ 
(1)個別賃金へのとりくみ 〔35歳高卒

正規入社17年勤続・生産技能職・４
人世帯〕 
①賃金体系に基づく体系維持分の確

保 自単組における、34歳から35
歳への引き上げ額・率を算出して
設定 

②引上額の算出が困難な場合 自単
組データにおける標準労働者の引
き上げ水準を基に設定する。 

(2)個別賃金のとりくみが困難な場合 
①平均賃上げ額の確保 賃金カーブ

維持に必要な原資を算出し、平均
賃金の引き上げ額・率を設定 

２．賃金改善へのとりくみ 
(1)賃金の課題に対するとりくみ 

①賃金体系・所定内外手当の見直し 
賃金体系・賃金カーブの歪み・各
種手当の課題や問題点を抽出し、
労使共有化を図り、企業の収益状
況を考慮した上でとりくむ 

②計画的な賃金改善の実施 計画的
に賃金体系の是正を行っている単
組においては、確実に実施できる
よう労使協議を行う 

３．賃金制度確立に向けたとりくみ 
労使協議を通じて「必要性の共有化」
を図り、制度確立に向けたとりくみを
進める 

(年齢別最賃) 
①中途採用者の初任賃

金や組合員の最低生
活 保 障 の 考 え 方 に
立って協定化を図る 

②標準労働者の８割程
度を目安に設定する 

(企業内最賃) 
①すべての単組におい

て企業内最低賃金の
協定化を図る 

②最低賃金の引上げに
努力する 

※各事業所所在地の地
域別最低賃金より下
回ることがないよう
最低賃金協定を検証
する 

※企業の優位性や労働
者の処遇改善に向け
て水準の引き上げに
努力する 

初 任 給 是 正
が 行 わ れ た
場合、賃金の
逆 転 を 発 生
さ せ な い よ
う 体 系 上 の
調整を行う 

業 績 の 配 分
や 組 合 員 の
貢 献 度 を 加
味し、昨年実
績 を 基 に 要
求 水 準 を 設
定する 
業 績 低 迷 や
企 業 存 続 へ
の と り く み
を 継 続 し て
いる場合は、
生 活 防 衛 を
勘 案 し た 水
準 の 確 保 に
向 け た 設 定
とする 

(特に中
小 の と
り く み
を 分 け
る こ と
は し て
いない) 

①正規従業員への登用制度
の整備 
直接雇用非正規労働者の
「正規社員登用制度」創設
に向けて労使協議を行う。
既存の制度がある場合は
制度内容の公開、また、実
態とのかい離点がないか
点検を行う。 

②習熟への処遇改善 
直接雇用非正規労働者に
対しては、正規労働者との
均衡（格差の納得性）と習
熟への適切な処遇改善と
して、契約更改時等におけ
る賃上げの必要性につい
て労使協議し、昇給ルール
の確立に努力する 

③福利厚生制度の処遇見直
し 
事業所内における福利厚
生制度に、格差がある場合
は均等を前提として是正
を推進する（通勤費、制服
支給規則、慶弔休暇、福利
厚生施設の利用など）。 

④派遣労働者の社会保険へ
の加入状況を確認 
雇い入れ時に確認できる
よう提案する 

①男女間の賃 金格差
の点検を行う 

・男女別賃金分布によ
る問題点の把握 

・生活関連手当の点検
と 問 題 点 の 解 消 に
向けたとりくみ 

②男女雇用機 会均等
法 の 実 効 性 を 点 検
する 

 
 
 

ゴム連合が計画的に進め
ているWLBのとりくみを推
進する 
① す べて の単 組 が WLBを

推進するための環境整
備を行う 

②推進計画・実施状況の
確認を行い今後のとり
くみ課題について労使
確認する 

 定年後の雇用制度再構
築へのとりくみ 
・現在の高齢者雇用制度

の 見 直 し に つ い て 労
使 協 議 が 進 め ら れ る
よう「専門委員会」等
の設置を行う 

法改正への対
応・法遵守の
とりくみ 
育児・介護休
業法 次世代
育成支援対策
推進法 高年
齢者雇用安定
法 男女雇用
機 会 均 等 法 
労働基準法等 

２ 月 末
日まで 

集中解決
ゾーン 
３月 15～
16日 
 
全単組最
終解決日 
３月末ま
で 
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産  別 

賃上げ要求について 規模間格差是正、中小の取り組み 
男女平等等参画社会 
実現に向けた取り組み 

ワーク・ライフ・バランス 
実現のための取り組み 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 賃上げの取り組み 

（要求基準、格差是正の取り組みを含む） 

企業内最低賃金 
（年齢別最賃） 

（全従業員対象最賃） 
初 任 給 一 時 金 賃上げの取り組み 

非正規労働者の 
処遇改善 

女性が働き続けられる
環境整備の取り組み 

労働時間短縮、時間外割増
率引き上げの取り組み 

両立支援の 
取り組み 

雇用維持安定の取り組み 
(60歳以降の雇用確保含む) 
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紙 パ 連 合 
 

方針決定日

１月 

19～20日 

・すべての組合は、賃金カーブ維持分を
確保した上で到達水準を目指し、所定
内賃金を中心に生活改善にとりくむ。 

・到達水準は産業間の格差是正を大前提
とし 

 30歳：253,800円  
 35歳：291,800円とする。 
・到達水準に達している組合は、賃金カー

ブ維持分を確保した上で、非正規労働
者の処遇改善や福利厚生などを含め、
あらゆる労働諸条件を精査し生活改善
にとりくむ。 

・賃金水準把握が困難な組合などは、
5,000円以上を要求する。 

  初任給は、賃金カーブ
形成の出発点である
とともに、賃金要求に
おける賃金カーブ維
持分を算定する上で
も重要であり、初任給
協定を行っていない
組合や、賃金表などに
よって初任給を労使
確認していない組合
は協定化をはかる。 

● 年 間 集 約
要求：基準
と す る 賃
金の5.0ヵ
月 を 中 心
とする。 

● 期 毎 要 求
：基準とす
る 賃 金 の
2.5ヵ月を
中 心 と す
る。 

 紙パルプ・紙加工
産 業 に 従 事 す る
パート労働者など
非正規労働者の労
働諸条件の実態把
握に努めるととも
に組織化の推進な
ど、連合方針に準
拠しながら処遇改
善にむけてとりく
みを進める。 

   高年齢者雇用安定法では、65歳
までの継続雇用が義務づけられ
ており、中小企業を対象にした
特例措置期間は既に終了してい
る。就業規則で規定している組
合や協定を締結していない組合
は、制度導入にむけて早急に労
使協議を行っていく。 
また、2013年以降は老齢厚生年
金の支給年齢が段階的に65歳ま
で繰り上げられる。将来的な労
働力の減尐に備え、高年齢者の
雇用は不可欠であることから、
希望者の全員雇用や65歳定年制
度の確立にむけて労使協議の場
を設置し、十分な論議をおこな
い制度導入をはかる。 

連続休転休暇の
とりくみ 
連続休転休暇の
とりくみは、労
働時間短縮につ
ながる最も有効
的 な手段であ
り、ワークライ
フバランスの観
点からも、その
実現にむけて幅
広いとりくみを
進 めることと
し、年末年始、
夏季、ゴールデ
ンウィークにお
ける休転休暇実
施を各組合で追
求する。 

２ 月 29

日まで 

３月14日 

                               
印 刷 労 連 
 
方針決定日 
１月20日 
第２回中央
委員会 

①賃金カーブ維持（定期昇給相当分）・向
上と産業間・企業間の格差是正をはか
るべく、企業体力、組織事情に応じて
更なる賃金改善を行う。 

②賃金カーブの算出が困難な場合は、
4,500円+賃金改善分とする。 

特に取り組みはしない。 高 卒 初 任 給
を 162,000円
（ 諸 手 当 を
含 む 所 定 内
賃金）以上と
する。 

年 間 で 基 準
内 賃 金 の ４
ヶ 月 中 心 と
する。季別の
場合は、夏季
・年末とも基
準 内 賃 金 の
２ カ 月 中 心
とする。 

  特 に取 り組みは しな
い。 

①三六協定の遵守につい
て 労 使 で 確 認 し て い
く。 

②年次有給休暇の取得促
進に努める。 

育児・介護休
業法の100人
以 下 の 企 業
へ の 猶 予 措
置 の 期 限 切
れへの対応。 

希望者全員の65歳まで
の雇用確保への対応。 

改正労働基準
法の中小企業
への猶予措置
の期限切れ対
応。 

３ 月 上
旪 ま で
に 要 求
書 を 提
出する。
遅 く と
も ３ 月
末 日 ま
で に は
完 了 し
ていく。 

先行組合
回答ゾー
ンを３月
21日～ 23
日 と す
る。 

                            
セラミック
ス連合 
 
方針決定日 
１月20日 

○賃金カーブ維持分を必ず確保すると共
に、積極的に賃金改善に努めることと
する。 
賃金改善額：1,000円を基準とする。 

○未協定の組合は、正規
従業員の企業内最低
賃金として新卒初任
給を労使協定する。 

○既に協定化されてい
る組合は、賃上げに対
応した増額改訂を図
ることとする。 

○全従業員対象の企業
内最低賃金を労使協
定する。 

 時間給800円以上を目
指す。  

○年令別最低賃金の協
定化にむけて努力す
る。 

18才（高卒初
任給） 
159,000円 

＜ 平 成 24 年
年 間 一 時
金＞ 
組 合 員 平 均
所 定 内 賃 金
(平成24年１
月 現 在 ) の
4.80 カ 月 分
を 基 準 と す
る。 

・今日までの、産
業・規模間格差、
さらには企業内
の賃金体系上の
歪や賃金分布の
偏り等考慮し、
賃金改善分とし
て、1,000円を基
準に上積みを図
る。 

１．全従業員を対
象とした企業内
最低賃金の協定
化において、現
行のパート等非
正規従業員の賃
金を引上げ改善
する。 

２．賃金引上げ額
は、時間給対象者
は20円、日給対象
者は160円、そし
て月給対象者は
3,200円とする。
なお、ミニマム設
定を以下の内容
とする。 
＜ミニマム：時
間給10円以上、
日給80円以上、
月 給 1,600 円 以
上＞ 

３．その他、労働
諸条件（諸手当
等含む）につい
ても、均等・均
衡待遇の実現へ
向けとりくむこ
ととする。 

賃金データ(賃金カー
ブ維持分)の把握と是
正のとりくみ 

○時間外労働等の割増率
改訂 
早出・残業 ３割以上の
率とする 
深 夜  ３割 以上 の率 と
する 
協 定 休日  ３割 ５分 以
上の率とする 
法 定 休日  ４割 以上 の
率とする 

 
○労働時間短縮基本目標 

総労働時間を短縮する
ための実行目標を達成
して、年間総実労働時
間を短縮する。併せて
長時間労働による健康
障害防止対策を推進す
る。 

2010 年 ６ 月
30 日 施 行 の
改正育児・介
護 休 業 法 に
ついて、法改
正 に 伴 う 点
検・整備のと
り く み を 行
う。 

○雇用維持・確保を前提
とする協定化を図る。 

○組織率向上
のとりくみ 

２ 月 29
日 

三役組合 
３月14日 
 
中央交渉
委員会組
合 
３月22日 
 
全組合 
４月12日 

                               


